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「伊那中央病院・経営改善への取組」 

 

伊那中央病院総務課長 

田中弘文 

 

1.はじめに 
 
 本年度の診療報酬改定は、技術料である本体は 0.49％アップするものの、薬価は 1.22％、医療

材料は 0.11％ダウンする等により、全体では 1.03％ダウンとなり、地域医療調整会議ならびに病

床機能報告制度への対応とともに大変厳しい内容となりました。経営管理部門はもちろんのこと、

各部門でも独自に分析、情報収集、対策検討を進めるという状況が続いています。 

 このような厳しい環境の中、伊那中央病院は地方の中規模自治体病院ではありますが、地域医療

の基幹病院として、地域住民へより良い医療サービスの提供、健全経営の維持、人材育成とやりが

いのある職場を作るため、様々な取り組みを続けています。革新的な経営改革を行ってきた訳では

ありませんが、今まで実施してきたことが何らかの参考になれば幸甚です。 

  

【基本理念】 

・地域住民の健康維持に尽力します。 

・地域社会が求める医療を提供します。 

・医療の発展に寄与します。 

【基本方針】 

・地域完結型医療を目指し、主に急性期医療、高度専門医療及び 24時間救急医療を担います。 

・患者中心に、安全・安心で良質な医療を提供します。 

・人権を尊重し、快適な医療環境を提供します。 

・地域住民の疾病予防と病後の早期社会復帰をはかります。 

・研究・教育・研修機能を高め、人材育成に務めます。 

・健全な経営に努め、職員がやりがいの持てる職場を作ります。 
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2.伊那中央病院の概要 
 
 伊那中央病院は、南アルプスと中央アルプスを眺望する長野県南部の伊那市に立地する地方公営

企業法一部摘要の病院です。運営母体は近隣三市町村による一部事務組合の「伊那中央行政組合」

で、上伊那二次医療圈に属し人口は約 18万人となっています。上伊那医療圏は人口 10万人に対す

る医師数が、長野県内に 10 ある二次医療圏の中で 2 番目に低い状況にあり、伊那中央病院も医師

不足の状況が続いています。また、中山間地域も広く高齢化率も比較的高い地域です。二次医療圏

内には 3つの自治体病院が設置されていますが、中規模の民間病院がないため、この 3病院が地域

医療に対して大きな役割を担っています。各病院の機能は基本的には急性期病院としていたことか

ら、各病院の効率的な運営が難しい状況にありました。このため、平成 21 年に各病院の役割と機

能を明確にした「地域医療再生計画」が策定され、伊那中央病院は高度急性期、専門医療の中核病

院、A 総合病院は二次救急医療を維持しつつ特色ある回復期医療体制を整備、B 病院は初期から二

次救急を経て亜急性期機能を有する病院として役割と機能を分担再編し、開業医を含めた連携によ

り地域完結型医療を推進してきました。この地域医療再生計画と共に、「伊那中央病院経営改革プ

ラン」に沿って診療体制や各種施設の整備を進めています。 

 平成 28年 4月 1日時点の伊那中央病院の職員数（臨時職員含む）は、医師 84名（うち初期研修

医は 10 名）、看護師 571 名、薬剤師 29 名、医療技術職員 106 名、事務職員等 113 名、その他の職

員 11名、合計 914名となっています。標榜診療科 27科、許可病床数は 394床（感染症 4床含む）、

高度急性期病床として ICU4 床、SCU12 床、HCU8 床、救命救急病床 8 床、救急 ICU2 床、小児病棟

14 床を有しています。平成 27 年度の入院延べ患者数は 115,499 人、外来患者数は 205,037 人で、

救急車受入件数（ドクターヘリ含む）は 3,152件、手術件数は 4,221件です。 
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3.経営状況と経営改革プランの効果 
 
 伊那中央病院は、昭和 22年に町立伊那中央病院として開設し、昭和 32年に伊那市営伊那中央総

合病院に名称変更し、移転前には許可病床数 304床（感染 4床含む）、標榜診療科 16科で運営して

いましたが、建物は老朽化が進み耐震性の問題もあったため建て替えが必要となりました。しかし

市街地にあったため駐車場も狭く、同地での建て替えや規模拡大は困難な状況でした。このため、

平成 15 年に伊那中央行政組合開設の伊那中央病院として、現在地へ新築移転しました。開院当初

に導入した医療機器等の高額な減価償却費と開発費償却の他、医師・看護師の不足等により、平成

20 年度までの 6 年間はキャッシュフローで見れば黒字でしたが、純損失の状態が続いたため、早

急な経営改善が課題となっていました。また、当時の市町村では「地方公共団体の財政の健全化に

関する法律」の施行に伴い、「実質赤字比率」「連携実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比

率」の 4つの指標からなる財政健全化計画を毎年公表することになり、財政健全化は喫緊の課題と

なっていました。 

 これらの状況から、川合博院長の指導の下、病院の経営状況を改革・改善するため、「経費削減」

「収入増・確保」「人材育成・確保」を基本課題として、平成 21年 3月に「伊那中央病院経営改革

プラン」、平成 25年に「伊那中央病院中長期計画（経営改革プラン）」を策定し、平成 26年の「第

三次中長期計画（経営改革プラン）」では、取り組み状況や問題点を確認するため、医療の質の向

上、経営の効率化、設備の計画的更新、病院機能のブラッシュアップ、地域の医療ニーズへの対応、

職場環境の改善等に関する 115項目の課題を抽出し、定期的に進捗状況や問題点等を確認・検討を

行い、基本理念と基本方針の実現と健全経営の維持に努めています。 

 その結果、平成 21年度から平成 27年度までの 7年間連続して黒字を達成することができました。

経営改革プランの主な課題と実施時期は別表のとおりです。 
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 これらの取組を病院全体が協力して推進することで、次の点で改善が促進されました。 

 ① 収益増に繋がる人材を確保し、質の高いチーム医療を実施することで、施設基準を取得し収

入増を実現しました。（人数は常勤＋臨時） 

  ・医師について、平成 20年の 60人が、平成 28年 4月時点は 84人に増。 

  ・看護師について、平成 20年の 372人が、平成 28年 4月時点は 571人に増。 

  ・薬剤師について、平成 20年の 20人が、平成 28年 4月時点は 29人に増。 

  ・医療技術職について、平成 20年の 64人が、平成 28年 4月時点は 106人に増。 

 ② 職員の意識改革（コスト意識と経営意識）が浸透し、最小の経費で最大の効果を上げる努力

を恒常的に行うようになりました。 

  ・委託化の推進（給食業務、施設保守業務の完全委託）と見直し（医療機器保守点検、検査委

託料の単価） 

  ・医薬、材料費の削減（薬剤費・医療材料費のベンチマーク分析、交渉による単価引き下げ、

医療材料の同種同効品への見直し、ジェネリック採用率 80％超） 

  ・入札の推進、随意契約更新時の業務評価（医療事務等） 

  ・光熱水費の削減（節水コマ導入、地下水利用の専用水道設置、ポンプモーターのインバータ

ー化による電力料の削減） 

 ③ 収入増・確保に病院全体で取り組む体制が構築できました。 

  ・取得可能な施設基準の届出と基準クリアへの取組 

  ・DPC導入による費用の適正化と収入の確保 

  ・地域医療連携による急性期医療、専門医療への特化 

  ・個人未収金の削減と発生防止に向けた事前取組の強化（時間外診療の 22 時までの計算と収

納、預り金の増額等） 

 ④ その他の取り組み 

  ・医療安全管理室を設置し、院内感染防止対策の強化ならびにヒヤリハット事例の収集・分析・

対策の実施とクリニカルインディケータ事業への参加 

  ・病診、病病連携の推進（かかりつけ医を持ちましょうキャンペーン） 

  ・登録医訪問ならびに登録医や施設代表者との意見交換会の開催 

  ・医療安全等に関する院内報告会の開催 

  ・渉外担当（警察 OB）と苦情対応職員（医療安全室長、総務課長等）の配置 

  ・経営戦略委員会によるアクションプランの進捗状況や目標設定の定期的な確認 

 

4.今後の課題 
 
 第 3 次中長期計画の大きな柱である新診療棟増築（北棟）が平成 29 年に完成予定であり、PET

－CT導入やリニアック、SPECT等の更新による最新放射線関連施設の設置、健診センターと訪問看

護ステーションの拡充移設等が予定されています。メディカルシミュレーションセンターを含めた

施設のより有効な活用、高度急性期・急性期病床数の維持と回復期リハビリテーション病棟の開設、

本年度と平成 30 年の診療報酬改定への対応、医師・メディカルスタッフ不足の解消、更なるチー

ム医療と地域連携の推進、DPCを中心としたデータ活用、患者満足度の一層の向上など課題は多く

ありますが、より良い医療を提供するためには、健全経営の維持が欠かせません。 
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病院事業については「一歩進んだから完了」という事はありません。 

 地域住民へ更に質の高い医療サービスを提供し、職員の働き甲斐のある環境を作り上げるため、

今後も医療制度施策を注視し、適切な方針決定と計画的な資本投資を行い、引き続き経営改善に取

り組んで参りたいと思います。 
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